
９１．歳出決算額（都道府県財政）
（単位：円）　

人口1人当たり 歳出決算額は全国１８位
令和５年度（2023）

1 32 島 根 県 812,946
2 36 徳 島 県 720,224
3 39 高 知 県 710,593
4 18 福 井 県 703,673
5 7 福 島 県 693,008
6 31 鳥 取 県 690,267
7 19 山 梨 県 683,602
8 30 和歌山県 681,826
9 ○41 佐 賀 県 678,776
10 5 秋 田 県 656,227
11 3 岩 手 県 650,500
12 6 山 形 県 647,586
13 ○45 宮 崎 県 629,794
14 ○44 大 分 県 617,294
15 13 東 京 都 593,025
16 17 石 川 県 588,392
17 16 富 山 県 585,048
18 ◎42 長 崎 県 577,503
19 ○47 沖 縄 県 576,484
20 2 青 森 県 575,123
21 38 愛 媛 県 573,637
22 1 北 海 道 553,753
23 ○46 鹿児島県 552,754
24 20 長 野 県 538,727
25 ○43 熊 本 県 528,913
26 15 新 潟 県 528,034
27 35 山 口 県 522,962
28 37 香 川 県 499,860
29 9 栃 木 県 480,935
30 10 群 馬 県 466,366

全 国 455,540
31 28 兵 庫 県 450,223
32 4 宮 城 県 445,310
33 21 岐 阜 県 444,891 ○資料出所
34 24 三 重 県 442,724 総務省自治財政局  「都道府県決算状況調」
35 25 滋 賀 県 435,066
36 8 茨 城 県 432,153 ○調査時点
37 29 奈 良 県 413,951 令和５年度　
38 26 京 都 府 404,259
39 34 広 島 県 402,835 ○算出方法等
40 ○40 福 岡 県 390,655 歳出決算額（人口１人当たり）＝
41 33 岡 山 県 390,607 歳出決算額（普通会計）÷総人口
42 27 大 阪 府 379,507
43 22 静 岡 県 351,689 ○備考
44 23 愛 知 県 340,765 普通会計とは、公営事業会計以外の会計を総合し
45 12 千 葉 県 321,454 て一つの会計としてまとめたものをいう。（会計間の
46 11 埼 玉 県 280,903 重複を控除した純計額を掲載している。）
47 14 神奈川県 239,187
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順位 都道府県名

資料出所・調査時点・算出方法等

本県の令和５年度の１人当たり歳出決算額は
５７７,５０３円で、全国よりも１２１,９６３円多く全国
１８位であった。
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９２．歳入に占める県税の割合（都道府県財政）
（単位：％）　

県税の割合 県税収入の割合は全国３６位
令和５年度（2023）

1 13 東 京 都 71.3
2 14 神奈川県 60.0
3 23 愛 知 県 53.0
4 11 埼 玉 県 49.2
5 22 静 岡 県 46.2
6 12 千 葉 県 45.4
7 27 大 阪 府 44.0

全 国 40.0
8 8 茨 城 県 38.2
9 24 三 重 県 37.5
10 33 岡 山 県 36.7
11 25 滋 賀 県 36.5
12 34 広 島 県 36.5
13 26 京 都 府 36.2
14 ○40 福 岡 県 35.6
15 10 群 馬 県 35.5
16 21 岐 阜 県 35.0
17 9 栃 木 県 34.2
18 4 宮 城 県 34.0
19 28 兵 庫 県 33.5
20 37 香 川 県 31.0
21 29 奈 良 県 30.8
22 20 長 野 県 29.3
23 35 山 口 県 27.8
24 16 富 山 県 27.7
25 15 新 潟 県 27.5
26 18 福 井 県 27.2
27 17 石 川 県 26.8
28 1 北 海 道 26.3
29 2 青 森 県 25.7
30 38 愛 媛 県 25.7
31 7 福 島 県 24.0
32 ○43 熊 本 県 23.7
33 19 山 梨 県 23.2 ○資料出所
34 ○46 鹿児島県 22.7 総務省自治財政局  「都道府県決算状況調」
35 6 山 形 県 21.9
36 ◎42 長 崎 県 21.7 ○調査時点
37 ○44 大 分 県 21.7 令和５年度　
38 ○47 沖 縄 県 21.6
39 ○41 佐 賀 県 21.6 ○算出方法等
40 5 秋 田 県 20.8 県税の割合＝県税収入（普通会計）÷
41 ○45 宮 崎 県 20.8 歳入総額（普通会計）×１００
42 3 岩 手 県 20.8
43 36 徳 島 県 19.8 ○備考
44 30 和歌山県 19.2 普通会計とは、公営事業会計以外の会計を総合し
45 31 鳥 取 県 19.0 て一つの会計としてまとめたものをいう。（会計間の
46 39 高 知 県 18.3 重複を控除した純計額を掲載している。）
47 32 島 根 県 17.0
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資料出所・調査時点・算出方法等

順位 都道府県名

本県の歳入に占める県税収入の割合は２１.７％と
なり、全国３６位であった。
令和４年度（２０.５％）から１.２％増加した。

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

Ｒ1 2 3 4 ５年度

％

歳入に占める県税収入の割合

長崎県 全 国



９３．租税総額
（単位：円）　

人口1人当たり 全国より４５０,６１５円少ない４６位
令和４年度（2022）

1 13 東 京 都 3,134,119
2 27 大 阪 府 1,156,232
3 23 愛 知 県 1,015,665

全 国 922,683
4 26 京 都 府 878,445
5 14 神奈川県 807,213
6 35 山 口 県 785,073
7 24 三 重 県 768,299
8 16 富 山 県 752,911
9 33 岡 山 県 748,853
10 18 福 井 県 744,482
11 34 広 島 県 739,352
12 4 宮 城 県 714,910
13 22 静 岡 県 710,581
14 10 群 馬 県 700,036
15 38 愛 媛 県 695,633
16 17 石 川 県 691,072
17 ○40 福 岡 県 689,021
18 28 兵 庫 県 684,919
19 21 岐 阜 県 673,111
20 19 山 梨 県 669,617
21 37 香 川 県 668,228
22 12 千 葉 県 660,576
23 9 栃 木 県 654,670
24 20 長 野 県 647,347
25 8 茨 城 県 644,982
26 1 北 海 道 644,806
27 ○44 大 分 県 636,488
28 7 福 島 県 623,554
29 15 新 潟 県 614,060
30 36 徳 島 県 603,182
31 25 滋 賀 県 596,114
32 30 和歌山県 592,605 ○資料出所
33 11 埼 玉 県 586,095
34 ○47 沖 縄 県 553,996 国税庁　「国税庁統計年報」
35 ○43 熊 本 県 549,496
36 ○45 宮 崎 県 541,387 ○調査時点
37 ○41 佐 賀 県 539,080 令和４年度　
38 32 島 根 県 533,955
39 2 青 森 県 525,418 ○算出方法等
40 6 山 形 県 523,620 租税総額（人口１人当たり）＝
41 3 岩 手 県 514,127 租税総額÷総人口
42 39 高 知 県 511,218
43 ○46 鹿児島県 504,231 ○備考
44 31 鳥 取 県 497,383 租税総額は国税、道府県税、市町村税の合計額。
45 5 秋 田 県 492,834 国税収納額の局引受分は、国税局管内ごとの都
46 ◎42 長 崎 県 472,068 道府県の収納額で按分した。
47 29 奈 良 県 470,009
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総務省自治税務局　「地方税に関する参考計数資料」　

資料出所・調査時点・算出方法等

順位 都道府県名

本県の令和４年度の人口１人当たり租税総額は、
４７２,０６８円となり、全国で４６位であった。
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９４．普通建設事業費（都道府県財政）
（単位：円）　

人口1人当たり 全国より高い普通建設事業費（１人当たり）
令和５年度（2023）

1 18 福 井 県 176,305
2 32 島 根 県 171,773
3 39 高 知 県 166,747
4 5 秋 田 県 149,701
5 30 和歌山県 143,977
6 19 山 梨 県 142,393
7 36 徳 島 県 135,772
8 31 鳥 取 県 135,458
9 ○44 大 分 県 134,250
10 7 福 島 県 132,792
11 ○41 佐 賀 県 128,369
12 ◎42 長 崎 県 123,594
13 6 山 形 県 121,818
14 2 青 森 県 120,277
15 ○45 宮 崎 県 119,967
16 17 石 川 県 106,323
17 ○46 鹿児島県 104,873
18 ○43 熊 本 県 102,086
19 20 長 野 県 97,870
20 1 北 海 道 95,952
21 15 新 潟 県 95,933
22 16 富 山 県 95,264
23 38 愛 媛 県 93,995
24 3 岩 手 県 90,209
25 ○47 沖 縄 県 81,073
26 21 岐 阜 県 77,381
27 9 栃 木 県 74,525
28 25 滋 賀 県 74,279
29 24 三 重 県 71,226
30 35 山 口 県 69,590
31 37 香 川 県 69,463
32 29 奈 良 県 64,962
33 4 宮 城 県 62,932

全 国 62,474
34 10 群 馬 県 57,474 ○資料出所
35 34 広 島 県 57,190 総務省自治財政局　　「都道府県決算状況調」
36 22 静 岡 県 56,572
37 8 茨 城 県 56,548 ○調査時点
38 13 東 京 都 55,965 令和５年度
39 33 岡 山 県 51,920
40 ○40 福 岡 県 45,004 ○算出方法等
41 28 兵 庫 県 44,352 普通建設事業費（人口１人当たり）＝
42 23 愛 知 県 43,763 普通建設事業費÷総人口
43 26 京 都 府 40,237
44 12 千 葉 県 28,644 ○備考
45 11 埼 玉 県 28,273 普通建設事業費は、公共又は公用施設の新増設
46 27 大 阪 府 21,431 等に要する経費である。
47 14 神奈川県 18,389
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順位 都道府県名

資料出所・調査時点・算出方法等

事業費は１２３ , ５ ９４円で、全国の６２ , ４ ７４円を
本県の令和５年度の人口１人当たり普通建設

６１,１２０円上回り、全国１２位であった。
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９５．実質公債費比率（都道府県財政）
（単位：％）　

実質公債費比率 実質公債費比率は１０.６％
令和５年度（2023）

1 1 北 海 道 19.1
2 15 新 潟 県 18.4
3 26 京 都 府 16.8
4 28 兵 庫 県 16.3
5 5 秋 田 県 15.3
6 34 広 島 県 14.4
7 16 富 山 県 13.8
8 22 静 岡 県 13.6
9 2 青 森 県 13.4
10 23 愛 知 県 13.2
11 6 山 形 県 12.8
12 3 岩 手 県 12.7
13 17 石 川 県 12.3
13 36 徳 島 県 12.3
15 18 福 井 県 11.7
15 39 高 知 県 11.7
17 24 三 重 県 11.6
18 ○45 宮 崎 県 11.5
19 ○46 鹿児島県 11.4
20 25 滋 賀 県 11.3
20 ○40 福 岡 県 11.3
22 19 山 梨 県 11.2
22 38 愛 媛 県 11.2

全 国 11.0
24 33 岡 山 県 10.9
25 11 埼 玉 県 10.8
26 27 大 阪 府 10.7
27 ◎42 長 崎 県 10.6
28 4 宮 城 県 10.3
29 37 香 川 県 10.2
30 ○44 大 分 県 9.8
31 ○41 佐 賀 県 9.7
32 30 和歌山県 9.5
33 9 栃 木 県 9.4
33 20 長 野 県 9.4
35 8 茨 城 県 9.3
35 10 群 馬 県 9.3 ○資料出所
35 29 奈 良 県 9.3 総務省自治財政局　　「都道府県決算状況調」
35 31 鳥 取 県 9.3
39 14 神奈川県 8.9 ○調査時点
40 35 山 口 県 8.8 令和５年度
41 21 岐 阜 県 8.3
41 ○43 熊 本 県 8.3 ○備考
43 12 千 葉 県 7.5
44 ○47 沖 縄 県 7.4
45 32 島 根 県 6.5
46 7 福 島 県 6.4 全国の数値は、単純平均である。
47 13 東 京 都 1.3
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実質公債費比率は、借入金（地方債）の返済額（公
債費）の大きさを、その地方公共団体の財政規模に
対する割合で表したものである。

資料出所・調査時点・算出方法等

順位 都道府県名

本県の令和５年度の実質公債費比率は１０.６％で、
全国の１１.０％を０.４ポイント下回っている。
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